


経営理念・基本方針

私たち城北信用金庫は

「地域住民の幸福」「地域企業の繁栄」「地域社会の発展」

に貢献することを使命としています

そのために、私たちは金融・非金融の両面において

質の高いサービスの創出に努めますとともに、

地域の皆さまとのつながりを深めることで

お一人おひとりに最適なサービスをご提供できますよう、

全力で取り組んでまいります
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金庫概要（2026年3月31日現在）

出 資 金 34,507百万円
会 員 数 143,687人
本 部 所在地 東京都北区豊島1丁目11番1号
本 店所在地 東京都荒川区荒川3丁目79番7号
常勤役職員数 1,756人
店 舗 数 88店舗（うち5出張所）

特に注記のない限り、記載計数は単位未満切り捨てで表示しております。
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　皆さまにおかれましては、ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。日頃は当金庫に格別の

ご高配を賜り、誠にありがとうございます。

　本資料は、当金庫の第105期（2025年度）決算計数と事業の概要をご報告するため作成いたし

ました。ぜひご高覧賜りますようお願い申し上げます。

　2025年度も金融経済環境が大きく変化する中での業務運営となりましたが、決算におきましては、

期末の預積金残高2兆6,534億円、貸出金残高1兆3,113億円、業務純益70億円、経常利益70億

円を計上いたしました。これもひとえに、皆さまのお力添えの賜物と深く感謝申し上げます。なお、

出資配当率は年2％とさせていただきました。

　国内経済の先行きには、中東情勢の影響や各種コストの高騰、人手不足の深刻化など課題が多く、

不透明感が増す状況です。引き続きお取引先企業の声をしっかりと伺いながら、金融・非金融の両

面から本業支援に努めてまいります。

　また、当金庫では現在、「Boost！（加速・増幅）」を合言葉として機能強化に取り組んでおりま

すが、昨年11月には、全国の信用金庫で初めて信託業務の兼営認可を取得し、シニア向けライフサ

ポート「結」のサービスラインアップを拡充いたしました。認可取得により、オリジナルの遺言代

用信託や遺産整理業務など当金庫が直接対応できる業務範囲が拡がりましたので、遺言やご相続に

関する身近な相談相手として、当金庫にお声がけいただければ幸いに存じます。

　今後とも、会員の皆さまはじめ地域の皆さまのための信用金庫として、サービス開発や店舗づくり、

職員一人ひとりの業務レベル向上に注力してまいります。

　より一層のご支援を賜りますようお願い申し上げ、ご挨拶とさせていただきます。

2026年6月

理事長　大前 孝太郎

ごあいさつ
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TOPICS

地域の現状や課題 地域のお客さまにご提供する「価値」

金融サービス
預貸金・為替 / 資金繰り支援 / 消費者ローン
住宅ローン / 投資信託 / NISA　など

コンサルティング
資産形成・活用 / 財務相談 / 不動産活用
相続対策・支援 / 販路拡大 / 創業支援　など 

パブリックリレーションズ
地域・企業プロモーション支援 / アスリートによる
スポーツ振興 / 地域メディアの運営　など

事業所数の減少
少子高齢化
商店街の衰退
後継ぎ問題
つながりの希薄化
空き家対策
女性の活躍推進
子育て支援
働き方改革
デジタル化� など

■ 金融・非金融トータルでの価値の提供を進めています

職員一人ひとりが地域密着度を高め、その「つながり」をベースにさまざまな価値をお届けして地域活性化
に貢献することは、当金庫の大切な基本理念です。
この理念をよりよい形で実現できますよう、当金庫は、日頃から地域の皆さまとのコミュニケーションを深
め、個々のニーズや課題を詳しく知ることに力を入れております。あわせて、ニーズを踏まえた高品質な
サービスの創出に注力し、事業活動を通じてサステナブルな社会の実現に貢献したいと考えております。
目指すは「地域のプラットフォーマー」。まだどこにもない、新しい地域金融のカタチに挑戦しています。

■ 信用金庫で初めて、信託業務の兼営認可を取得しました

2025年11月20日(木)、信用金庫としては全国初となる信託業務の兼営認可を取得しました。ご相続や財
産管理への関心が高まるなか、当金庫では2017年から「シニア向けライフサポート『結』」としてサービ
スラインを整えてまいりましたが、今回の認可取得により、独自商品として「じょうほく遺言代用信託」が
ラインアップに加わりました。また、これまで専属のパートナー企業や士業を紹介する形で提供していた
サービスも、「じょうほく遺言信託」「じょうほく遺産整理業務」として当金庫が直接ご提供できるようにな
りました。
新たな信託関連サービスを通じて、お客さまの大切な資産を「守り」「つなぐ」ことができますよう、今後
ともお客さまの想いに寄り添いながらサービス向上に努めてまいります。
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TOPICS

■ 株式会社丸井と地域活性化包括連携協定を締結しました

2025年9月17日(水)、相互連携により地域経済の活性化と中小
企業の本業サポートを進めることを目的として、株式会社丸井と
地域活性化包括連携協定を締結しました。あわせて、連携企画の
第1弾として、北千住マルイ2階イベントスペースにて、当金庫
のお取引先7社が出店する「NACORDマルシェ～ごほうびスイーツ2025～」を開催しました。
これからも街のにぎわい創出やお取引先のプロモーション支援に取り組んでまいります。

■ 多様な人材が活躍できる職場環境づくりに取り組んでいます

当金庫では、年齢・性別を問わずすべての職員が能力を最大
限に発揮できるよう、職場環境の整備に努めております。…
また、取り組みの外部評価として、次世代育成支援対策推進法
に基づく「くるみん認定」、女性活躍推進法に基づく「えるぼ
し認定」（最高ランク3つ星）を取得しています。
ワークライフバランスの充実とダイバーシティの実現に向け
て、引き続き取り組みを進めてまいります。

■ 新しいアスリート職員が加わりました

当金庫は「JOHOKU ATHLETES CLUB（JAC）」の活動を通じて、スポーツが持つ社会的価値を広く地
域に発信しています。JACには多様な競技のアスリートが所属しており、2026年4月からはボクシング・
バンタム級の原田 美琴（はらだ みこと）選手が加わりました。
選手たちは、職員として仕事と競技を両
立しながら、国内外の大会で健闘してい
ます。
また、講演会やスポーツ教室などのイベ
ントを通じて、地域の皆さまとの交流に
も取り組んでいます。

活動や大会結果等については、
こちらをご覧ください ➡
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2兆6,770億円 2兆6,570億円
2兆6,534億円

2023年度 2024年度 2025年度

■ 預積金残高

1兆3,076億円 1兆3,094億円

1兆3,113億円

2023年度 2024年度 2025年度

■ 貸出金残高

509億円

666億円

826億円

2023年度 2024年度 2025年度

■ 預かり資産残高

8,934億円

8,311億円

8,411億円

2023年度 2024年度 2025年度

■ 有価証券残高

開示残高
（A）

保全額
（B）

保全率
（B）/（A）

破産更生債権および
これらに準ずる債権 6,710 6,710 100.0％

危険債権 24,722 21,266 86.0％
要管理債権 2,034 734 36.1％
金融再生法上の不良債権 33,467 28,711 85.7％
正常債権 1,283,171

合　計 1,316,638

業 績 概 況

業務運営におきましては小口・多数者取引の基本姿勢を遵守し、事業の発展や資産形成、事業承継、ご相続
などお客さまの課題解決のお役に立つことを第一に考え、取り組んでおります。
多様化する資産運用ニーズには、預積金のほか、国債等公共債・証券投資信託などの預かり資産業務でもお
応えしており、今期も広く地域のお客さまにお取り引きいただきました。
また、コンサルティング機能の発揮によりお取引先の本業支援・経営改善支援に努めますとともに、貸出資
産等の状況は厳正な自己査定に基づき適正に開示しております。

■ 金融再生法開示債権の保全状況（2026年3月期）（金額単位：百万円）

不良債権
2.54%

正常債権
97.45%
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65億円
58億円

97億円

2023年度 2024年度 2025年度

■ コア業務純益

66億円
59億円

70億円

2023年度 2024年度 2025年度

■ 経常利益

1,150億円 1,179億円

1,233億円

2023年度 2024年度 2025年度

■ 自己資本額

56億円 58億円

70億円

2023年度 2024年度 2025年度

■ 業務純益

49億円
43億円

60億円

2023年度 2024年度 2025年度

■ 当期純利益

2023年度 2024年度 2025年度

■ 単体自己資本比率

7.98％ 8.13％ 8.31％

4％
国内基準

業 績 概 況

お客さまの多様なニーズにお応えしつつ、効率的な業務運営に努めました結果、今期は業務純益70億円、
経常利益70億円、当期純利益60億円を計上いたしました。
自己資本の状況につきましては、会員の皆さまからの出資金を中心とする自己資本は1,233億円に、単体
自己資本比率は国内基準を十分に満たす8.31％となりました。
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科　目 金　額（百万円） 科　目 金　額（百万円）
（資産の部） （負債の部）

現金 19,908 預金積金 2,653,469
預け金 564,678 　当座預金 98,128
買入金銭債権 2,035 　普通預金 1,543,348
有価証券 841,194 　貯蓄預金 30,820
　国債 146,682 　通知預金 1,600
　地方債 85,889 　定期預金 908,258
　社債 178,730 　定期積金 45,407
　株式 44,576 　その他の預金 25,905
　その他の証券 385,316 外国為替 373
貸出金 1,311,316 　売渡外国為替 372
　割引手形 5,877 　未払外国為替 1
　手形貸付 64,060 信託勘定借 10
　証書貸付 1,225,384 その他負債 9,793
　当座貸越 15,993 　未決済為替借 1,279
外国為替 1,143 　未払費用 2,271
　外国他店預け 1,143 　給付補填備金 31
その他資産 21,486 　未払法人税等 998
　未決済為替貸 1,103 　前受収益 595
　信金中金出資金 15,465 　払戻未済金 394
　前払費用 99 　払戻未済持分 0
　未収収益 3,154 　職員預り金 958
　金融派生商品 0 　金融派生商品 1,095
　その他の資産 1,662 　リース債務 305
有形固定資産 44,415 　資産除去債務 41
　建物 7,440 　その他の負債 1,823
　土地 33,307 賞与引当金 716
　リース資産 271 退職給付引当金 216
　建設仮勘定 1,740 役員退職慰労引当金 209
　その他の有形固定資産 1,654 睡眠預金払戻損失引当金 9
無形固定資産 1,011 偶発損失引当金 12
　ソフトウェア 539 繰延税金負債 11
　リース資産 0 再評価に係る繰延税金負債 3,778
　その他の無形固定資産 471 債務保証 4,706
債務保証見返 4,706 負債の部合計 2,673,308
貸倒引当金 △ 1,938 （純資産の部）
　（うち個別貸倒引当金） (△ 1,598) 出資金 34,507

　普通出資金 29,507
　その他の出資金 5,000
資本剰余金 5,000
　資本準備金 5,000
利益剰余金 84,832
　利益準備金 14,774
　その他利益剰余金 70,058
　　特別積立金 6,000
　　　（経営基盤強化積立金） (1,000)
　　　（施設拡充積立金） (1,500)
　　当期未処分剰余金 64,058
処分未済持分 △ 1

会員勘定合計 124,338
その他有価証券評価差額金 5,204
土地再評価差額金 7,106
評価・換算差額等合計 12,311

純資産の部合計 136,649
資産の部合計 2,809,957 負債及び純資産の部合計 2,809,957

計 算 書 類

■ 第105期 貸借対照表
（2026年３月31日現在）

注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。6 7



科　目 金　額（千円）
経常収益 42,494,733
　資金運用収益 37,342,063
　　貸出金利息 22,590,195
　　預け金利息 2,999,362
　　コールローン利息 23,785
　　有価証券利息配当金 10,684,106
　　その他の受入利息 1,044,612
　信託報酬 100
　役務取引等収益 3,871,542
　　受入為替手数料 1,328,611
　　その他の役務収益 2,542,930
　その他業務収益 48,853
　　その他の業務収益 48,853
　その他経常収益 1,232,174
　　償却債権取立益 456,456
　　株式等売却益 729,663
　　その他の経常収益 46,054
経常費用 35,478,490
　資金調達費用 3,593,732
　　預金利息 3,547,905
　　給付補填備金繰入額 32,314
　　借用金利息 4
　　その他の支払利息 13,508
　役務取引等費用 1,922,296
　　支払為替手数料 374,010
　　その他の役務費用 1,548,286
　その他業務費用 4,016,941
　　外国為替売買損 1,241,145
　　国債等債券償還損 2,749,720
　　金融派生商品費用 20,507
　　その他の業務費用 5,568
　経費 24,454,931
　　人件費 15,469,053
　　物件費 7,954,732
　　税金 1,031,145
　その他経常費用 1,490,588
　　貸倒引当金繰入額 245,360
　　貸出金償却 1,082,384
　　株式等売却損 96,020
　　その他の経常費用 66,823
経常利益 7,016,242
特別利益 1,725,880
　固定資産処分益 1,725,880
特別損失 572,011
　固定資産処分損 572,011
税引前当期純利益 8,170,112
法人税、住民税及び事業税 1,974,246
法人税等調整額 125,869
法人税等合計 2,100,116
当期純利益 6,069,995
繰越金（当期首残高） 57,859,763
土地再評価差額金取崩額 128,553
当期未処分剰余金 64,058,313

科　目 金　額（円）
当期未処分剰余金 64,058,313,310
これを下記の通り処分いたします。
剰余金処分額 1,197,157,880
　利益準備金 607,000,000
　普通出資に対する配当金
� （年2.0％） 590,157,880

繰越金（当期末残高） 62,861,155,430
以上の通りです。
� 2026年６月

理 事 長 大　前 孝太郎
専 務 理 事 石　川 祐　二
常 務 理 事 寺　田 直　樹
常 務 理 事 柳　沼 千　春
常 勤 理 事 枝　村 治　信
常 勤 理 事 濱　田 良　直
常 勤 理 事 小山田 晃　裕
常 勤 理 事 細　谷 寿　昭
常 勤 理 事 田　口 章　彦
常 勤 理 事 丸　山 智　和
常 勤 理 事 鈴　木 　　武
常 勤 理 事 髙　橋 ゆかり
非 常 勤 理 事 佐々木 雅　一

以上、各項の監査の結果、適法かつ適正であると認め
ます。
� 2026年６月

常 勤 監 事 坂　巻 昌　司
監 事 ( 員 外 ) 田　井 貴　彦

第105期の計算書類については、信用金庫法第38条
の2第3項の規定に基づき、太陽有限責任監査法人の
監査を受けております。

計 算 書 類

■ 第105期 損益計算書
（2025年4月1日から2026年3月31日まで）

■ 第105期 剰余金処分
（2025年4月1日から2026年3月31日まで）

注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。6 7



2025年度　総務事項

■ 第104期通常総代会

2025年6月25日（水）午前11時より開催され、次の事項が付議可決されました。

報告事項
第104期（自 2024年4月1日 至 2025年3月31日）業務報告、貸借対照表および損益
計算書の内容報告の件

決議事項
第１号議案 第104期剰余金処分案承認の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案 会員の法定脱退の件
第４号議案 理事任期満了に伴う改選の件
第５号議案 監事任期満了に伴う改選の件

 

■ 役員会

理 事 会　2025年4月28日（月）以降	全13回開催され、経営上の基本事項が決定されました。
監 事 会　�2025年4月28日（月）以降	全13回開催され、理事の職務の執行および財産の状況

などの監査が行われました。

■ 検査関係

2025年10月20日～10月24日	 日本証券業協会監査

■ おもな登記事項

2025年 4月 3 日	 出資の総口数および出資の総額の変更登記
2025年 5月19日	 従たる事務所の変更登記（大岡山支店移転）
2025年 7月 4 日	 代表理事重任登記（2名）
2026年 1月16日	 従たる事務所の抹消登記（蕨支店芝出張所）
2026年 1月26日	 従たる事務所の変更登記（蒲生支店移転）

■ 認可および承認事項

2025年11月20日	 金融機関の信託業務の兼営等に関する法律第1条第1項の規定に基づく…
	 信託業務の兼営の認可

■ その他の事項

2026年3月31日時点の店舗網は、83店舗・5有人出張所・18無人出張所となっております。
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信用金庫は協同組織金融機関という特性から、限定された営業地域内の中小企業・個人の皆さまを…
主なお取引先とし、ご融資は原則として会員の方を対象としています。（預金受入には制限はありません）
当金庫の営業地域にお住まいの方、お勤めの方、事業所をお持ちの方およびその役員の方であれば、
出資により会員になっていただくことができます。

※�個人事業者で常時使用する従業員数が300人を超える場合、また法人事業者で常時使用する従業…
員数が300人を超え、かつ資本金が9億円を超える場合には、会員になることができません。…
なお、反社会的勢力は会員資格を有しない旨、定款に規定しております。

ただし、出資には株式のような流通性はありません。また、預金ではないため預金保険制度の対象…
とはなりません。詳しくはお取引店へお問い合わせください。

総　代

総代会

店頭掲示

異議申立期間

店頭掲示

総代選考委員

総代会の決議
により委嘱

選考基準に
基づき選考

総代候補者

会　員

委
嘱

総代会について

■しんきんは「会員が出資し、利用し、経営する」金融機関です

信用金庫は、地域の中小企業・住民の皆さまが会員となり、会員同士が互いに助け合い、ともに発展するこ
とを目指す「協同組織金融機関」です。そのため、すべての会員が、出資口数にかかわらず「1人1票」の
平等な議決権をもって信用金庫の経営に参加することになります。
しかし、当金庫の会員数はおかげさまで約14万3千人と大変多く、すべての会員が一堂に会する「総会」
の開催は、事実上不可能な状態です。
そこで、会員の皆さまから選出された代表者（総代）による「総代会」をもって総会に代え、金庫経営の重
要事項を決定する最高意思決定機関としています。
なお、日頃の事業活動を通じて、総代・会員の皆さまとのコミュニケーションを深め、会員の皆さまのご意
見をより多く経営に採り入れることができますよう努めております。お気づきの点は、お取引店または各業
務の本部担当部署までお寄せください。

■ 総代選出方法について

代表者による総代会であっても、総会と同じように、会員の意見を適切に反映するものでなければなりませ
ん。従って総代の選出は、信用金庫法および定款などに則り、厳正に行われています。なお、当金庫では、
総代定数は120人以上200人以内、任期は3年、選任区域は9地区などと定款で定めております。
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